
１９９４年６月着工、１９９５年３月竣工した。

本館は、学術交流の促進を図り、本学における研究教育の発展に資するとともに、

本学と地域住民との学術および文化の交流並びに本学教職員の親睦・交流に寄与する

ことを目的としており、これまで多数の国際会議および研究会ならびに公開講座等を

開催してきた。

「けやき会館」という名称の由来は、千葉市の「市の木」がケヤキであることや、

住民と大学の架け橋として大きく育って欲しいとの願いを込めて命名されたものであ

る。

同館の規模等は表２―１４―１８のとおりとなっている。

第１０節 奨学と援護

第１項 学費の免除

本学の過去４か年の入学料免除実施状況は、表２―１４―１９のとおりである。

なお、大学院研究科等への入学者については、１９９５年度から収入予定額の３％を越

表２―１４―１８ けやき会館の規模

鉄筋コンクリート造 ３階建 総面積２，６２０m２

大ホール ４４６m２ ３２０席

レストラン １６７m２ ８３席

特別レストラン ３１m２ １２席

会議室―１ ４２m２ ３０人程度収容

会議室―２ ７８m２ ４０人程度収容

会議室―３ ６９m２ ４０人程度収容

会議室―４ ３６m２ ２０人程度収容

レセプションホール ２０１m２ １００人程度収容

中会議室 ６９m２ ２０人程度収容

小会議室 ３９m２ １０人程度収容

和室―１・２ ３４m２・３８m２ １２．５畳 ２室

談話室 ３９m２
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えて免除を行う必要が生じた時は、文部省へ申請を行うことができる超過免除制度が

設けられた。また、１９９９年度から、収入予定額の４％となった。

本学の過去４か年の授業料免除実施状況は、表２―１４―２０のとおりである。

１９８８年度から、経済的な理由により修学困難な私費外国人留学生が多いことから各

大学における授業料免除実施可能額の範囲内では実施せず、超過免除扱いされること

となった。

なお、１９９０年度から、免除実施可能額は授業料収入予定額の８．５％となっている。

また、１９９９年度から免除実施可能額は授業料収入予定額の９．５％となった。

第２項 奨 学 制 度

新制大学発足当初から国による奨学制度として、日本育英会が、優れた学生であっ

て経済的理由により修学困難な者に対して奨学金の貸与を行っている。日本育英会奨

学金は、幾度かの制度の改善、貸与金額の改訂および貸与人員の増員があり、なかで

も１９８４年に、それまでの無利子貸与に有利子貸与が加わり、１９９９年には、有利子貸与

奨学金の貸与金額および貸与人数の大幅な拡充が図られた。

本学でも、この２０年間に可能な限り修学困難な学生の経済的支援の充実を図り、現

在にいたっている。１９９８年度は学部奨学生２，０２３名（全学部生に対する貸与率

表２―１４―１９ 入学料免除実施状況

年 度 １９９４年度 １９９５年度 １９９６年度 １９９７年度

申 請 者 数 ８６ ７６ １４８ １２５

全 額 免 除 ２１ ２６ ７ ２

半 額 免 除 ２６ ２６ ５９ ６２

表２―１４―２０ 授業料免除実施状況

年 度 １９９４年度 １９９５年度 １９９６年度 １９９７年度

申 請 者 数 ９６８ １０２０ １０２５ １０５１

全 額 免 除 ７０４ ７８７ ８７３ ７９２

半 額 免 除 １３６ １３２ １０９ １３９

（各年度の前期分授業料免除実施状況で私費外国人留学生を含む）
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１６．７％）、大学院奨学生６０４名（全大学院生に対する貸与率２４．１％）が貸与を受けてい

る。

１９９９年度新入生の無利子奨学金の貸与月額は、学部生４１，０００円（自宅外は４７，０００

円）、大学院生は修士８４，０００円、博士１１７，０００円となっている。また、１９９９年度に新設

された有利子奨学金（きぼう２１プラン奨学金）の貸与月額は、学部生が３０，０００円、

５０，０００円、８０，０００円、１００，０００円から、大学院生が５０，０００円、８０，０００円、１００，０００円、

１３０，０００円から選択することとなっている。

そのほか、地方公共団体や民間育英団体による奨学金についても、積極的な支援協

力要請等を行った結果、１９９８年度は、地方公共団体３９団体７３名が、民間育英団体３８団

体７１名が奨学金の貸与または給付を受けている。

第３項 学 生 保 険

学生保健互助会

１９５４年４月に学生健康保険組合の名称で組合費年額５００円で発足し、１９８２年度から

組合費が年額２，０００円に改訂された。

１９９５年度から給付限度額が５０，０００円に、弔慰金は２０，０００円に改訂され、１９８３年度か

ら診断証明書料として１，０００円が給付の対象となった。

１９９４年５月に学生健康保険組合は現在の学生保健互助会と改称された。

学生保健互助会の利用率は図２―１４―２のとおりである。

図２―１４―２ 学生保健互助会の利用率（％）
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学生教育研究災害傷害保険制度

１９７６年度から発足したこの保険制度は、学生の正課中、課外活動中などに生じる不

慮の災害に対する被害者救済を目的とした全国的規模のもので、本学では入学時に全

員加入することになっている。

１９９４年度入学生から保険料分担金１，２００万円コースを２，０００万円コースに切り替え

た。

１９９６年度には、新規に通学中等傷害危険担保特約にも全員加入している。
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